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１ 自治体経営改革実行計画（アクションプラン）の基本的事項 

（１）自治体経営改革実行計画（アクションプラン）の趣旨 

  自治体経営改革実行計画（アクションプラン）（以下「アクションプラン」

という。）は、「金ケ崎町自治体経営（行政経営と地域経営）改革大綱－金

ケ崎町第５次行財政改革大綱―」（以下「大綱」という。）に掲げた基本理

念を実現するための３つの基本方針と改革の内容に沿って、具体的な内容と

スケジュール、項目ごとの目標等を示したものです。 

 

（２）アクションプランの期間 

大綱の計画期間に従い、アクションプランについても２０１８年度から２

０２２年度までの５カ年間の取り組みとします。 

 

（３）アクションプランの進捗管理 

  アクションプランは、毎年度、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行い、

その評価検証等を踏まえ、随時取組内容の変更・新設を行います。 

  また、自治体経営に係る大幅な制度改正や社会情勢等の変化が生じた場合、

または総合発展計画との整合を図るために見直しが生じた場合は、その都度

必要な見直しを行います。 

 

２ 中期財政計画 

（１）各年度の予算額及び基金残高の見通し 

（億円） 

 
平成 30年度 

（肉付け後） 
平成 31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

歳入 72.1 82.4 72.4 71.1 72.5 69.0 

歳出 78.3 89.3 76.1 72.2 72.6 69.3 

不足額 6.2 6.9 3.7 1.2 0.1 0.3 

財政調整

基金残高 
18.3 12.3 8.7 7.5 7.5 7.2 

※歳入は、国庫支出金、町債のほか各種目的基金を財源として計上した総額 

※不足額に財政調整基金を活用することで歳入歳出総額が同額となるよう組み立て 

 

 

 

 

 

 

１ 



 

 

（２）各年度の性質別歳出予算額の見通し 

（億円） 

歳出 
平成 30年度 

（肉付け後） 
平成 31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

人件費 13.2 13.9 13.2 13.2 13.2 13.2 

扶助費 12.4 13.1 12.7 12.8 12.8 12.9 

公債費 10.0 9.3 8.8 8.7 8.5 7.9 

義務的経費計 35.6 36.3 34.7 34.7 34.5 34.0 

投資的経費 5.8 8.8 8.1 4.8 4.3 2.6 

物件費 12.6 13.7 11.8 11.5 10.6 11.1 

補助費等 15.9 20.9 13.2 13.0 14.9 13.4 

維持補修費 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 

繰出金 4.6 5.1 5.0 4.9 4.8 4.7 

その他 1.2 1.5 0.2 0.2 0.2 0.2 

歳出合計 78.9 89.3 76.1 72.2 72.6 69.3 

 

（３）財務状況の分析結果 
 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 

債務償還可能年数（年） 4.3 27.3 7.7 12.4 13.8 10.8 16.1 

実質債務月収倍率（月） 6.9 8.1 8.0 9.4 9.6 9.3 9.9 

積立金等月収倍率（月） 6.4 5.5 4.5 3.9 3.5 3.1 3.0 

行政経常収支率（％） 13.5 2.4 8.7 6.3 5.8 7.1 5.1 

行政経常収支（億円） 9.3 1.6 5.9 4.0 3.6 4.6 3.2 

 ※各財政指標の説明は次のとおり 

  債務償還可能年数・・・1年間で生み出される償還原資の何倍の債務を抱えているか 

  実質債務月収倍率・・・1月当たりの収入の何か月分の債務があるか 

  積立金等月収倍率・・・1月当たりの収入の何か月分の積立金があるか 

  行政経常収支率 ・・・1年間の収入からどの程度の償還原資を生み出しているか 

 

（４）今後に向けて 

  税収の急激な落ち込みや災害等の不測の事態への備えとして、財政調整基

金残高 7.5 億円以上を目安として確保することを前提とし、以下の取組が必

要である。 

 ①歳入の確保 

  税収の拡大と各種未収金の回収に向けた取組並びに将来負担の公平性を考

慮した基金及び町債の活用を検討する。 

 ②事業の必要性の明確化と効果的・効率的な事業展開 

  事業の趣旨・目的・効果を明確にすることで、限られた経営資源を真に必

要とする事業に最大限に活用し、効果的・効率的な事業展開を図る。 

２ 



 

 

 ③経常経費の縮減と歳出規模の抑制 

  適正な歳出規模による財政運営の実現を目指し、事務事業の減量・効率化、

経費全般の縮減・節減に努める。 

  ア）時間外勤務の縮減 

    効果的な組織の整備と定員の適正化、あるいは業務の委託化、簡素化

により時間外勤務の縮減に努める。 

  イ）委託料の縮減 

    近年、上昇を続けている物件費において委託料の影響が大きいことか

ら、委託契約に際しては入札や見積もり合わせなどにより契約額の圧縮

に努める。 

  ウ）補助金の見直し 

    補助金交付の妥当性、効果を考慮し、必要性が薄れてきたもの、目的

を達成したものについては廃止を検討する。 

 ④計画的な施設整備・維持 

  施設整備にあたっては、長期的な視点で人口動向などを踏まえて規模や内

容を計画し、必要とする費用については国庫支出金・県支出金の確保に努め

る。 

  既存の施設についても、将来の動向を踏まえて今後のあり方を計画したう

えで長寿命化に努める。 

 ⑤基金の活用 

  基金の設置目的を踏まえた積立金の有効活用を図る。 

  基金の補完にあたっては、確保すべき額、取り崩す時期などを把握し、安

全性に配慮しつつ、より効果的な運用に努める。 

 ⑥企業会計等の自立性・健全性の確保 

  特別会計、企業会計については、一般会計との負担区分を明確にし、一般

会計からの繰出金等を最小限にとどめるよう、経営の一層の効率化及び健全

経営の確保に最大限務める。 

 

３ 具体的な進捗管理の手法 

 アクションプランの実行性を確保するため、内部の進捗管理・評価等を担う

「（仮称）自治体経営改革進捗管理会議」を設置する。また、内部評価等の結

果に基づき、外部評価については「金ケ崎町行政改革推進委員会」が担うもの

とする。 

（１）「（仮称）自治体経営改革進捗管理会議」は、四半期ごとに以下に掲げ

る事項について、点検・進捗管理を行うものとする。 

 ①主管課の具体的取組事項の方針・計画・基準内容の確認 

３ 



 

 

 ②具体的取組事項の方針等に基づく実行課の具体的取組事項の確認 

 ③具体的取組事項の進捗管理と評価（内部評価） 

 ④具体的取組事項の評価に基づく改善に関すること 

（２）「金ケ崎町行政改革推進委員会」は、毎年度以下に掲げる事項について、

進捗管理、効果検証を行うものとする。 

①具体的取組事項の進捗管理と内部評価に基づく効果検証（外部評価） 

②具体的取組事項の評価に基づく改善及び反映に関すること 

４ 



 

 

４ アクションプランの取組一覧 

（１）体系図 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

  

【基本方針】 【６つの柱】 【取組項目】 【取組内容】

１　組織

力・職員力

を生かした

トータル・

マネジメン

トシステム

の構築

（１)行政組

織の生産性向

上

1)効率効果的な組織体制とガ

バナンス機能の強化

①ガバナンス機能が発揮される意思決定（庁議）システムの構築

②自治体の内部統制の強化

③多様な意思決定の仕組みの統廃合

２）定員適正化と組織改革・

人材育成

①地方公務員の非常勤職員等の制度改革と新たな定数管理の適正化

②説明責任を果たす組織の目標管理

③目標管理と人事評価の連動による説明責任

④職員の資質向上と人材の育成

⑤生産性向上を目指す組織機構の再構築

⑥職員の能力発揮のための環境整備

３）働き方見直しと事務の改

善

①政策・事業評価制度の導入による進捗管理と評価

②再任用職員等の有効活用

③事務事業の見直しと業務の改善（スクラップ＆ビルドの徹底）

④総合発展計画と個別計画の連携と類似の個別計画の統廃合

⑤審議会・委員会等の統廃合

（２）行政経営のトータル・マネジメントシステムの構築

2　財政基

盤・経営力

の強化

（１）縮小社

会に対応した

公共施設等の

効率化と適正

化

１）資産経営の推進

①公共施設・社会インフラの資産マネジメントの構築と推進

②上下水道の経営健全化

③効果的・効率的な公共施設の利活用の推進

２）縮小社会に適応する教育

施設の最適化

①児童減少に伴う小学校の最適化

②幼児減少に伴う幼稚園の最適化

３）資産の処分促進と有効活

用

①遊休資産等を活用した新たな施設需要対応

②公共資産を活用した収入の確保、売却可能な公有財産の処分促進

（２）自治体

の自立と発展

の根幹をなす

財政の健全化

１）財政規律の確立と定着

①健全な財政を確立する財政判断指標の設定

②中長期財政計画に基づく計画的な財政運営

③財政調整基金などの運用基準の明確化

④未来投資に向けた財政調整基金の運用

２）歳入の確保

①町税及び税外収入等の収納率の向上と課税の適正化

②住民ニーズに合わせた町税等納付方法の拡大

③使用料・手数料の見直し

④税収及び新たな財源の確保

３）歳出削減の徹底

①新たな定数管理に基づく人件費等（正規、非正規職員）の抑制

②後年度負担の軽減と公債費の抑制

③物件費・維持管理費等の削減

④補助金・負担金の見直し

⑤投資的経費の見直し・適正化

⑥特別会計の健全化と繰出金の抑制

⑦未来投資を可能とする事務事業のスクラップによる財源確保

３　協働に

よる行政経

営と地域経

営の確立

（１）協働に

よる自治体経

営（行政経営

と地域経営）

の推進

１）自治体経営に係る根拠条例の制定

（２）住民協

働による地域

づくりの推進

１）住民と行政との協働の推

進

①自治会・自治会連合会等への依頼事務の見直し

②イベント・行事などのあり方の見直し

③生活圏における重複する組織の見直し

④地域ごとのセーフティネットのあり方

２）行政経営への住民参加の

推進

①住民参加の促進

②積極的でわかりやすい行政情報の提供

③住民への学習機会の提供

３）住民協働による地域づく

りの推進

①地域の未来を切り開く仕組みの構築

②生活圏のコミュニティ施設の見直しと生活・交流を支える拠点のあり方

③地域づくりを支援する一括交付金制度の検討

４）行政サービスの質的向上 ①住民目線に立ったサービスの改善

（３）多様な

主体と行政と

の連携による

生産性向上

１）人口減少下での広域連携

の更なる推進

①公共サービスの広域供給

②広域連携による公共施設の再編

２）多様な主体との連携・共

創の実現

①アウトソーシングの更なる推進

②第三セクターの経営健全化の推進

③企業の経営資源を活用した社会課題の解決

④民間事業提案制度の検討

５ 



 

 

  2　財政基

盤・経営力

の強化

（１）縮小社

会に対応した

公共施設等の

効率化と適正

化

１）資産経営の推進

①公共施設・社会インフラの資産マネジメントの構築と推進

②上下水道の経営健全化

③効果的・効率的な公共施設の利活用の推進

２）縮小社会に適応する教育

施設の最適化

①児童減少に伴う小学校の最適化

②幼児減少に伴う幼稚園の最適化

３）資産の処分促進と有効活

用

①遊休資産等を活用した新たな施設需要対応

②公共資産を活用した収入の確保、売却可能な公有財産の処分促進

（２）自治体

の自立と発展

の根幹をなす

財政の健全化

１）財政規律の確立と定着

①健全な財政を確立する財政判断指標の設定

②中長期財政計画に基づく計画的な財政運営

③財政調整基金などの運用基準の明確化

④未来投資に向けた財政調整基金の運用

２）歳入の確保

①町税及び税外収入等の収納率の向上と課税の適正化

②住民ニーズに合わせた町税等納付方法の拡大

③使用料・手数料の見直し

④税収及び新たな財源の確保

３）歳出削減の徹底

①新たな定数管理に基づく人件費等（正規、非正規職員）の抑制

②後年度負担の軽減と公債費の抑制

③物件費・維持管理費等の削減

④補助金・負担金の見直し

⑤投資的経費の見直し・適正化

⑥特別会計の健全化と繰出金の抑制

⑦未来投資を可能とする事務事業のスクラップによる財源確保

３　協働に

よる行政経

営と地域経

営の確立

（１）協働に

よる自治体経

営（行政経営

と地域経営）

の推進

１）自治体経営に係る根拠条例の制定

（２）住民協

働による地域

づくりの推進

１）住民と行政との協働の推

進

①自治会・自治会連合会等への依頼事務の見直し

②イベント・行事などのあり方の見直し

③生活圏における重複する組織の見直し

④地域ごとのセーフティネットのあり方

２）行政経営への住民参加の

推進

①住民参加の促進

②積極的でわかりやすい行政情報の提供

③住民への学習機会の提供

３）住民協働による地域づく

りの推進

①地域の未来を切り開く仕組みの構築

②生活圏のコミュニティ施設の見直しと生活・交流を支える拠点のあり方

③地域づくりを支援する一括交付金制度の検討

４）行政サービスの質的向上 ①住民目線に立ったサービスの改善

（３）多様な

主体と行政と

の連携による

生産性向上

１）人口減少下での広域連携

の更なる推進

①公共サービスの広域供給

②広域連携による公共施設の再編

２）多様な主体との連携・共

創の実現

①アウトソーシングの更なる推進

②第三セクターの経営健全化の推進

③企業の経営資源を活用した社会課題の解決

④民間事業提案制度の検討
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（２）総括表 

 

 

（３）具体的取組項目（個票） 

 

 ①自治体経営改革具体的取組項目シート（主管課作成）（別紙１） 

 

 

 

 

 

 

基本方針
取組内容

数

3

6

5

1

4 15

3

2

2

4

4

7

6 22

1

4

3

3

1

2

4

7 18

住民と行政との協働の推進

自治体経営に係る根拠条例の制定

組織力・職員力

を生かしたトー

タル・マネジメ

ントシステムの

構築

財政基盤・経営

力の強化

協働による行政

経営と地域経営

の確立

取組項目

効率効果的な組織体制とガバナンス機能の強化

定員適正化と組織改革・人材育成

働き方見直しと事務の改善

行政経営のトータル・マネジメントシステムの構築

資産経営の推進

縮小社会に適応する教育施設の最適化

資産の処分促進と有効活用

財政規律の確立と定着

歳入の確保

歳出削減の徹底

行政経営への住民参加の推進

住民協働による地域づくりの推進

行政サービスの質的向上

人口減少下での広域連携の更なる推進

多様な主体との連携・共創の実現

７ 


